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令和５年度 一般会計決算見込について 
 

１ 総 括 

 

 

 

 

 

※実質収支：当該年度の歳入と歳出の差から翌年度へ繰り越す財源を除いた、いわゆる剰余金。 

 

○歳入総額、歳出総額ともに、令和４年度に続き２年連続で減少し、４年ぶりに１兆円を下回った。 
 
○歳入においては、株式市況の好調や物価高騰の影響による国内消費額の増加を背景とした個人県民

税や地方消費税の増などにより、県税収入が増加し、過去最高となったほか、国経済対策などを踏

まえた追加交付などにより地方交付税が増加した。一方で、新型コロナウイルス感染症対策関連の

国庫支出金の減少や、臨時財政対策債をはじめとした県債の減少などから、全体では減少となって

いる。 
 

○歳出においては、公債費が増加した一方で、新型コロナウイルス感染症対策関連事業費の減少によ

る衛生費や商工費の減少や、県庁舎建設事業の完了などによる総務費の減少などから、全体では減

少となっている。 
 
○なお、上記決算見込額のうち新型コロナウイルス感染症対策関連事業に係る額は、歳入が５３３億

円、歳出が５１２億円となっており、歳入と歳出の差額は令和６年度中に精算を予定している国庫

支出金である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳 入 総 額   ９，１７０億円 （Ｒ４ １兆 ２７４億円） 

歳 出 総 額   ９，０１７億円 （Ｒ４ １兆  ９６億円） 

実 質 収 支      ７２億円 （Ｒ４     ９６億円） 

＜主な指標等＞ 

○経常収支比率          ９２．１％（Ｒ４ ９２．４％） 

※経常収支比率：地方税、普通交付税のように毎年度経常的に収入される一般財源に対する、人件費、扶

助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費の割合で、財政構造の弾力性を判断する指標 

 

○県債発行残高の状況 

 Ｒ５年度末現在高     １兆７，１８５億円（県民１人当たり８７３千円） 

（Ｒ４年度末現在高     １兆７，２９５億円（県民１人当たり８７２千円）） 

 

うち臨時財政対策債 

Ｒ５年度末現在高    ５，７４５億円（県民１人当たり２９２千円） 

（Ｒ４年度末現在高    ６，０５０億円（県民１人当たり３０５千円）） 

うち臨時財政対策債以外 

Ｒ５年度末現在高  １兆１，４４０億円（県民１人当たり５８１千円） 

（Ｒ４年度末現在高  １兆１，２４５億円（県民１人当たり５６７千円）） 

 

○財政調整基金の状況 

 Ｒ５年度末現在高         ３６１億円（県民１人当たり １８千円） 

（Ｒ４年度末現在高         ３３０億円（県民１人当たり １７千円）） 
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歳入総額は９，１７０億円で、前年度（１兆２７４億円）に比べ１，１０４億円（１０．７％）

の減となった。 

 

 

(1) 県 税 
・ ２，６４１億円で前年度（２，５８６億円）に比べ、５５億円（２．１％）の増となった。 

・ これは、株式市況の好調等を背景に、個人県民税が増収となったほか、物価高騰の影響に

より国内消費に係る地方消費税が増収となったことなどによるものである。 

・ また、徴収率は、前年度同率の９８．５％となった。 

 

【増の主なもの】 

個人県民税              3.7％    28億円（ 773 →  801億円） 

地方消費税              3.6％    20億円（ 563 →  583億円） 

法人事業税              1.0％     6億円（ 570 →  576億円） 

 
 
 
(2) 地方消費税清算金 
・ ９９２億円で前年度（９９９億円）に比べ、７億円（０．７％）の減となった。 

・ これは、全国ベースの地方消費税に連動して減収となったものである。 

 

 

 

(3) 地方譲与税 
・ ４０９億円で前年度（４０７億円）に比べ、２億円（０．４％）の増となった。 

・ これは、全国ベースで企業収益が増加したことにより法人に係る譲与税が増収となったもの

である。 

 

 

 

(4) 地方交付税 
・ ２，０００億円で前年度（１，９６７億円）に比べ、３３億円（１．７％）の増となった。 

 

【増の主なもの】 

普通交付税               1.8％    35億円（1,932 → 1,967億円） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

２ 歳 入 
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(5) 国庫支出金  
・ １，３０９億円で前年度（２，１７１億円）に比べ、８６２億円（３９．７％）の減と 

なった。 

・ これは、新型コロナウイルス感染症対策に関連した国交付金の減などによるものである。 

 

【減の主なもの】 

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金 

                  ▲78.6％  ▲350億円（  445 →   95億円） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

                 ▲65.9％  ▲275億円（  417 →  142億円） 

訪日外国人旅行者周遊促進事業費補助金 

▲74.4％   ▲86億円（ 115 →     29億円） 

感染症予防対策費           ▲78.9％   ▲31億円（   39 →      8億円） 

災害復旧費国庫負担金   ▲61.5％ ▲35億円（   57 →    22億円） 

災害復旧費国庫補助金         ▲77.4％   ▲14億円（   18 →     4億円） 

道路橋りょう費補助金  ▲16.8％ ▲29億円（  172 →   143億円） 

 

 

 

(6) 繰 入 金 
・ ７３億円で前年度（２６１億円）に比べ、１８８億円（７２．１％）の減となった。 

・ これは、財政調整基金の取崩しなどが減少したことによるものである。 

 

【基金繰入金の主なもの】 

財政調整基金              皆減  ▲109億円（  109 →    0億円） 

県有施設整備・新型コロナウイルス感染症等対策基金 

                 ▲75.5％   ▲51億円（   67 →    16億円） 

地域医療介護総合確保基金      ▲37.1％   ▲22億円（   60 →    38億円） 

 

 
 
(7) 繰 越 金 
・ １７８億円で前年度（１６４億円）に比べ、１４億円（８．２％）の増となった。 

・ これは、令和４年度の実質収支額の増などによるものである。 

 
 
 
(8) 諸 収 入 
・ ４９６億円で前年度（３７５億円）に比べ、１２１億円（３２．３％）の増となった。 

・ これは、中小企業制度融資貸付金の金融機関からの返還金の増などによるものである。 

 

【増の主なもの】 

中小企業制度融資金融機関貸付金      47.6％    115億円（  240 →  355億円） 

介護給付費負担金確定返還金       60.1％    6億円（   10 →   16億円） 
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(9) 県 債 
・ ８７８億円で前年度（１，１４４億円）に比べ、２６６億円（２３．２％）の減となった。 

・ これは、臨時財政対策債の減などによるものである。 

 

【減の主なもの】 

臨時財政対策債            ▲48.9％   ▲74億円（  151 →    77億円） 

教育・福祉施設等整備事業債     ▲81.9％    ▲60億円（   73 →    13億円） 

一般単独事業債             ▲17.1％   ▲59億円（  345 →   286億円） 

災害復旧事業債   ▲61.8％  ▲43億円（   69 →    26億円） 

防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債  

▲19.8％    ▲29億円（  147 →   118億円） 
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３ 歳 出 
 

歳出総額は９，０１７億円で、前年度（１兆９６億円）に比べ、１，０７９億円（１０．７％）

の減となった。 

 

 

(1) 総 務 費 
・ ５３８億円で前年度（８５７億円）に比べ、３１９億円（３７．２％）の減となった。 

・ これは、県庁舎再整備事業費や基金積立金の減などによるものである。 

 

【減の主なもの】 

岐阜県庁舎再整備事業費        ▲99.6％    ▲148億円（  149 →    1億円） 

県債管理基金積立金（運用利子除く） ▲95.8％   ▲96億円（  100 →     4億円） 

県有施設整備・新型コロナウイルス感染症等対策基金積立金（運用利子除く） 

   皆減   ▲40億円（   40 →     0億円） 

財政調整基金積立金（運用利子除く） ▲49.0％   ▲30億円（   61 →    31億円） 

 

 

 

(2) 民 生 費 
・ １，１９６億円で前年度（１，１９８億円）に比べ、２億円（０．２％）の減となった。 

・ これは、後期高齢者医療費助成費などの増の一方、子育て世帯の経済的負担軽減を図るた 

めの給付事業費などが減となったことによるものである。 

 

【減の主なもの】 

子育て世帯負担軽減事業費補助金       皆減   ▲25億円（   25 →     0億円） 

生活福祉資金貸付事業費補助金        皆減   ▲3億円（    3 →     0億円） 

 

【増の主なもの】 

後期高齢者医療費助成費         7.1％    15億円（  208 →   223億円） 

高等学校就学準備等支援事業費補助金    皆増      6億円（    0 →     6億円） 

第２子以降出産祝金支給事業費補助金    皆増      5億円（   0 →    5億円） 

 

 

 

(3) 衛 生 費 
・ ４１７億円で前年度（８４６億円）に比べ、４２９億円（５０．８％）の減となった。 

・ これは、新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い、医療機関の病床に対する空床補償 

経費や感染症患者を受け入れる宿泊療養施設の運営経費などが減となったことによるもので 

ある。 

 

【減の主なもの】 

新型コロナウイルス関係病床確保事業費補助金 

                 ▲77.0％   ▲178億円（   231 →   53億円） 

新型コロナウイルス感染症宿泊療養施設運営事業費 

                 ▲93.9％  ▲124億円（   132 →    8億円） 

新型コロナウイルス感染症自宅療養者支援事業費      

                  ▲95.5％   ▲40億円（    42 →   2億円） 
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新型コロナウイルス感染症発生動向調査費  

                 ▲74.7％   ▲34億円（    46 →   12億円） 

新型コロナワクチン個別接種促進事業費補助金      

                     皆減   ▲15億円（    15 →   0億円） 

検査促進事業費補助金         ▲85.4％   ▲16億円（    19 →    3億円） 

 

 

 

(4) 農林水産業費 
・ ４７０億円で前年度（４６３億円）に比べ、７億円（１．５％）の増となった。 

・ これは、飼料価格高騰対策事業などが増となった一方、畜産研究所の建設工事費などが減

となったことによるものである。 

 

【増の主なもの】 

飼料価格高騰対策緊急支援事業費補助金 

488.4％    13億円（    3 →   16億円） 

 

【減の主なもの】 

畜産研究所養豚養鶏研究部再編整備事業費 

                       ▲51.7％   ▲6億円（    12 →   6億円） 

 

 

 

(5) 商 工 費 
・ ６０９億円で前年度（８１１億円）に比べ、２０２億円（２４．９％）の減となった。 

・ これは、中小企業制度融資貸付金の金融機関への預託金などが増となった一方、コロナ禍

における飲食店の営業時間の短縮要請に協力いただいた事業者等への協力金や、コロナ禍

の観光支援事業である「ほっと一息、ぎふの旅」キャンペーンなどが減となったことによ

るものである。 

 

【減の主なもの】 

新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金  皆減 ▲177億円（  177 →     0億円） 

ほっと一息、ぎふの旅キャンペーン   ▲74.5％  ▲86億円（  115 →    29億円） 

岐阜県オミクロン株対策特別支援金     皆減  ▲45億円（   45 →     0億円） 

 

【増の主なもの】 

中小企業制度融資貸付金           47.6％   115億円（  240 →   355億円） 

岐阜県ＬＰガス負担軽減事業費       皆増   25億円（    0 →    25億円） 

岐阜県特別高圧電力負担軽減事業費補助金  皆増   15億円（    0 →    15億円） 

 
 
 
(6) 土 木 費 
・ １，０８７億円で前年度（１，１２７億円）に比べ、４０億円（３．６％）の減となった。 

・ これは、投資的経費の事業量が減となったことによるものである。 

 

【減の主なもの】 

道路橋りょう維持費          ▲9.6％   ▲21億円（  220 →   199億円） 

道路橋りょう改築費          ▲ 4.9％   ▲11億円（  226 →   215億円） 

河川改良費             ▲11.2％   ▲12億円（  110 →    98億円） 
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(7) 教 育 費 
・ １，８００億円で前年度（１，８５３億円）に比べ、５３億円（２．９％）の減となった。 

・ これは、定年引上げに伴い、退職手当支給の財政負担平準化のための基金を新設したことに

よる積立金の増などの一方、退職者数が減少したことに伴う退職手当の減などによるものであ

る。 

 

【減の主なもの】 

教職員退職手当  ▲60.2％ ▲85億円（   140 →    56億円） 

可茂特別支援学校施設整備事業費 皆減 ▲14億円（    14 →     0億円） 

 

【増の主なもの】 

職員退職手当基金積立金 皆増 31億円（     0 →    31億円） 

公立小中学校等情報機器整備基金積立金 皆増 13億円（     0 →    13億円） 

 

 

 

(8) 災害復旧費 
・ ５３億円で前年度（１４５億円）に比べ、９２億円（６３．１％）の減となった。 

・ これは、過去に発生した災害に係る復旧経費が減となったことによるものである。 

 

【減の主なもの】 

河川災害復旧費           ▲68.9％  ▲40億円（    58 →    18億円） 

直轄災害復旧事業負担金       ▲74.9％  ▲28億円（    37 →   9億円） 

団体営農地災害復旧費        ▲94.8％   ▲9億円（    10 →     1億円） 

道路橋りょう災害復旧費       ▲39.5％   ▲8億円（    21 →    13億円） 

 
 
 
(9) 公 債 費 
・ １，０６６億円で前年度（１，０３２億円）に比べ、３４億円（３．２％）の増となった。 

・ これは、過去に発行した国の国土強靱化対策などに係る県債の償還額の増によるものである。 

 
 
 
(10) 諸 支 出 金 
・ １，２８３億円で前年度（１，２６５億円）に比べ、１８億円（１．４％）の増となった。 

・ これは、地方消費税清算金支出などが増となったことによるものである。 

 

【増の主なもの】 

地方消費税清算金            2.5％   14億円（   555 →    569億円） 
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